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建築物石綿含有建材調査者講習登録規程の改正等について 

 

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程（平成30年厚生労働省・国土交通省・環境省告

示第１号。以下「登録規程」という。）について、建築物石綿含有建材調査者講習登録規

程の一部を改正する件（令和５年厚生労働省・国土交通省・環境省告示第１号。以下「改

正告示」という。）が令和５年３月27日告示・適用されたところである。その改正趣旨等

については、下記のとおりであるので、了知するとともに、関係者に積極的な周知を図ら

れたい。 

なお、別添１及び別添２のとおり、それぞれ国土交通省及び環境省から地方支分部局あ

て通知するとともに、別添３のとおり３省から都道府県知事あて通知しているので申し添

える。 

  

記 

 

第１  改正趣旨等 

 １ 改正趣旨 

建築物の通常の使用状態における石綿含有建材に関する調査に加え、建築物の解体

又は改修の作業の前に行う石綿含有建材の使用状況に係る調査（以下「事前調査」と

いう。）に必要な知識も含む総合的な専門知識を有する者を育成するため、厚生労働

省、国土交通省及び環境省が連携し、平成30年10月に登録規程を定めるなどにより、

公正に正確な石綿含有建材の調査を行うことができる建築物石綿含有建材調査者の育

成を図ってきたところである。 

今般、工作物における石綿の使用実態の調査に必要な総合的な専門知識を有する者

の養成を適切に行うため、新たに「工作物石綿事前調査者」制度を設けるとともに、

当該調査者となるために必要な講習の講義内容を定める等の所要の改正を行った。 

なお、改正告示により新たに定める工作物石綿事前調査者は、石綿障害予防規則等

の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第２号）による改正後の石綿障害予防

規則（平成17年厚生労働省令第21号）及び関連告示において、適切に工作物の事前調

査を実施するために必要な知識を有する者として厚生労働大臣が定めるものとして位



置付けられ、一部の工作物等に係る事前調査は当該者に行わせなければならないこと

として規定されたところである。 

  

２ 改正の概要 

（１）工作物に使用される石綿の使用実態の調査を行う者で、厚生労働大臣の登録を受け

た講習の講義を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格した者として、「工作

物石綿事前調査者」を新たに規定したこと。 

（２）「工作物石綿事前調査者」となるために必要な講習として、「工作物石綿事前調査

者講習」を新たに規定するとともに、当該講習の内容・時間、登録の要件、講習事務

規程に関する事項等を規定したこと。 

（３）上記改正に伴い、告示名を「建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程」に改めた

こと。 

（４）その他所要の改正を行ったこと。 

 

第２ 細部事項 

１ 工作物石綿事前調査者講習の新設 

（１）工作物石綿事前調査制限業種事業者等（改正告示による改正後の登録規程（以下

「新登録規程」という。）第２条第６項、第７項関係） 

工作物における石綿の使用実態の調査を公正に正確に行うことができる者の育成

を目的とする工作物石綿事前調査者講習の公正性及び中立性を確保する観点から、

「工作物石綿事前調査制限業種事業者」として、設計・工事監理業（工事請負契約

事務、工事の指導監督、手続の代理等の業務及び建築に関するコンサルタント業務

を含み、工作物に係る業務に限る。）等を規定したこと。あわせて、改正告示によ

る改正前の登録規程（以下「旧登録規程」という。）の「制限業種事業者」を「建

築物石綿含有建材調査制限業種事業者」と改めたこと。 

（２）講師の要件（新登録規程第16条の４第１項第２号関係） 

講師の要件については、高等教育機関の教育歴や、学位等で決めている既存の建

築物石綿含有建材調査者講習の考え方を踏襲し、工作物石綿事前調査者又は、学校

教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において工学、医学その他の

工作物石綿事前調査者講習事務に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職に

ある者等を規定したこと。 

（３）講義内容等（新登録規程別表第２関係） 

講義内容については、工作物の事前調査に必要な知識・技能水準を付与できるよ

うになるものとしたこと。具体的には、別紙のとおり、工作物石綿事前調査に関す

る基礎知識として関係法令等、また、工作物において使用される石綿含有建材、工

作物設備と防火材料その他の工作物石綿事前調査を行う際に必要となる情報収集に

関する事項や、調査報告書の作成その他の工作物石綿事前調査報告書に関する事項

を含めたこと。 



講義の時間等については、同様に、工作物の事前調査に必要な知識・技能水準を

付与できるよう、講義の時間等を設定したこと。具体的には、全部で11時間の講義

としたこと。また、修了考査については、１時間程度のものを想定していること。 

（４）受講資格（新登録規程第16条の６第２項第３号関係） 

講習の受講資格については、工作物の事前調査に必要な知識・技能水準を付与でき

るようにするとの趣旨から、工作物に係る一定の学歴や実務経験等を有すること等と

したこと。 

このうち、「学校教育法に基づく大学において工学に関する課程を修めて卒業」

した者には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与さ

れた者（工学に関する学科を修めた者に限る。）又はこれと同等以上の学力を有す

ると認められる者を含むこと。「工作物に係る実務経験」とは、具体的には、工作

物の研究、設計、製作又は据付け等の業務の経験をいい、「工作物」とは「石綿障

害予防規則等の一部を改正する省令等の施行について」（令和２年８月４日付け基

発0804第８号）の記の第３の１（１）ア①（イ）で示す工作物であること。また、

建築物石綿含有建材調査者講習の受講資格と同様に、石綿作業主任者技能講習修了

者等も受講できるものとしたこと。 

（５）講義の受講の免除等（新登録規程第７条第２項第５号、第16条の６第２項第４号

関係） 

建築物石綿含有建材調査者講習及び工作物石綿事前調査者講習における基礎知識

１、基礎知識２及び報告書の作成の科目については、同一の内容と整理できることか

ら、建築物石綿含有建材調査者講習を受講した者については、工作物石綿事前調査者

講習における基礎知識１、基礎知識２及び報告書の作成の科目を免除することができ

ることとしたこと。同様に、工作物石綿事前調査者講習の受講者については、建築物

石綿含有建材調査者講習における基礎知識１、基礎知識２及び報告書の作成の科目を

免除することができることとしたこと。 

なお、修了考査は、事前調査を行うために必要な知識及び技能を修得したかどうか

を判定できるものとするとの規定を踏まえ、受講免除された科目があっても、それら

の範囲を含めて実施することが求められること。 

（６）地方支分部局に関わる事務等（新登録規程第17条、第18条、第19条、第20条関

係） 

講習の登録、報告の徴収、公示、関係行政機関の長の連携、権限の委任等につい

ては、既存の建築物石綿含有建材調査者講習に係る規定を準用して規定しているこ

と。 

 

２ 建築物石綿含有建材調査者講習との関係 

（１）旧登録規程に基づき登録されている建築物石綿含有建材調査者講習機関が、工作

物石綿事前調査者講習を実施する際は、新登録規程の規定に基づく工作物事前調査

者講習の登録を行う必要があること。 



（２）建築物石綿含有建材調査者講習と工作物石綿事前調査者講習の両方について、登

録を行った講習機関は、これらを同時に実施することができること。ただし、受講

者の便宜のため、各々の講習についても少なくとも年に１回以上は実施することが

望ましいこと。 

（３）建築物石綿含有建材調査者講習と工作物石綿事前調査者講習を同時に実施する場

合、一方の講習を受講した者は、基礎知識１及び２並びに報告書作成の科目につい

て、もう一方の講習において当該科目の講義の受講を免除することができることか

ら、これらの科目を重ねて実施する必要はないこと。 

 

３ その他（附則関係） 

（１）適用日 

改正告示の告示日から適用することとしたこと。 

 


